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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

ホソカワミクロングループ（以下、「当社グループ」）では、「粉体技術の開発を通して社会に貢献する」ということを企業理念としております。当該企
業理念のもと、「『粉体技術連峰』の形成により、常にグローバル・リーディングカンパニーであり続ける。プロセス機器、システムエンジニアリング
及び新素材の開発、実用化等により、次世代先端産業を創造し、『粉体技術連峰』の新たな展開を実現する。」ことをコーポレート・ビジョンに掲げ
ております。

当社グループでは、このような基本理念を実現するため、コーポレートガバナンスを、グローバル企業として生き残っていくために必要不可欠な要
素であり、経営の健全性や効率性を高め、迅速な意思決定を実践するうえでの基本的な企業統治の概念として位置付けております。このような考
えに沿い、当社グループを取り巻く利害関係者、すなわち、株主、取引先、地域社会及び従業員との関係において、特に株主のために会社の持続
的な成長と企業価値を最大化させる企業統治の体制の確立・強化に継続的に取り組んで参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則1-4 政策保有株式】

〔基本方針〕

当社は、当社グループの中長期的な企業価値向上に寄与すると判断される企業の株式について、当該企業との中長期的な取引関係の維持・拡
大を目的とし、限定的かつ戦略的に株式を所有しております。その戦略上の判断は適宜見直しを行い、意義が不十分、あるいは経済合理性が認
められない保有株式については縮減を進めて参ります。定期的な見直しについては、政策保有している上場株式について、取締役会において、
最低年1回、政策保有先との取引状況や業績、株価等を検証し、取締役会にその結果を報告しております。

〔議決権行使方針〕

当社は、当社が保有する株式に係る議決権行使について、当社の企業価値を毀損させる可能性や、当該企業の価値向上につながるかなどを総
合的に検討して賛否を判断しておりますが、特に企業価値及び株主利益に大きな影響を与える可能性のある議案等（組織・事業再編に関する議
案や買収防衛に関する議案など）については、慎重に賛否を判断いたします。しかしながら、その判断基準を一律に定めることは困難なため、適
切な対応を確保するための基準の策定及び開示は行っておりません。

【補充原則2-4-1】

人材確保については、事業計画や社員の年齢構成などを踏まえて、新卒採用を中心に継続的な人材確保を進めながら、必要に応じて中途人材
を採用していく方針です。中途採用の手段は、求めるスキルに応じて、人材紹介会社の活用の他、社員による人材紹介であるリファラル採用制
度、ハローワークなどを活用しながら、多様な人材の採用を目指します。現状、採用実績は少ないものの、女性の採用だけではなく、将来、管理職
への登用が期待できる人材の採用も増えつつある状況です。女性の比率については、役員の女性比率は15.4％に上昇しましたが、製造業という
こともあり、正社員における女性の割合は約12％に留まっております。この状況を踏まえて、一般事業主行動計画において、女性の採用比率の目
標を20％以上に設定し、引き続き女性の活躍に向けた取り組みを進めてまいります。

また、宅勤務制度やフレックスタイム制度の改定などの働きやすい職場づくりのための制度面の支援の他、「ダイバーシティ＆インクルージョン（D
&I）」推進に向けた講演や座談会の実施などの取り組みも進めております。多様な人材が活躍できる職場環境の整備においては、能力のある人
材を適材適所に配置し、性別を問わず人材育成と登用を行う方針ですが、女性、外国人、中途採用者の管理職への登用など人材構成において
具体的で測定可能な目標は設定しておりません。

【補充原則3-1-3】

当社グループは、サステナビリティを巡る諸課題について、粉体技術の開発を通して社会に貢献するとの企業理念のもと、経済的かつ優れた技術
をもって顧客の多様なニーズに的確に対応してその満足を得るとともに、社会に貢献し、倫理的指針に基づく活動を通じ、自然環境の保護に努
め、次世代のための環境保全に取り組むことを使命としております。当社では2021年11月に部門横断的なホソカワサステナビリティ委員会を立ち
上げ、コンサルティング会社の指導を受けながら、サステナビリティに関する諸課題の解決に向けての取組みを開始いたしました。同委員会にお
いて、サステナビリティ経営推進のためリスクと機会の両面から重要性（マテリアリティ）評価を行い、これらから導かれた戦略課題に対して、重要
経営指標（KPI）や目標を設定し、温室効果ガスの排出量の算定等も行いました。さらに、2022年11月より、気候変動に係るリスク及び収益機会が
当社の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータの収集と分析を行い、TCFDの枠組みにもとづく開示の質と量の充実を図るため、
新たにTCFDシナリオ分析チームを組成しました。今後も引き続きサステナビリティ委員会と連携を取りながら気候変動関連財務情報の充実を図っ
てまいります。知的財産への投資については、当社は他社製品と差別化できる高度な技術及びノウハウを保持しており、これらの保護について最
善の努力をしております。人的資本については、グローバルな事業活動の推進と競争力の向上を図るべく、研究開発・技術・製造・販売・管理、そ
の他の専門分野に携わる優秀な人材を幅広く採用・育成を図っております。

サステナビリティについて主な取組みについては当社以下ウェブサイト※にて開示しております。

※https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/sustainability-new/

【補充原則4-1-3 最高経営責任者等の後継者計画の策定・運用】

当社の取締役会は、最高経営責任者等の候補者育成を重要課題と捉えておりますが、現在のところ明文化した後継者計画は作成しておりませ
ん。後継者につきましては、代表取締役が人格・見識・経験・能力等を総合的に勘案した上で、適任と認められる者の中から候補者を選定し、社外
取締役及び社外監査役の出席する取締役会において慎重に審議を行い選任することとしております。



【補充原則4-3-3 最高経営責任者等の解任】

当社の取締役会は、具体的な解任基準は定めておりませんが、最高経営責任者が法令や定款に違反した場合や、企業価値を著しく損なう恐れを
生じさせた場合など、客観的に解任が相当と考えられる事態が発生した際には、社外取締役及び社外監査役の出席する取締役会において十分
に審議の上、解任の適否を判断してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-7 関連当事者間の取引】

当社は、当社役員や主要株主等との取引（関連当事者間取引）を行う場合は、当該取引が、当社や株主共同の利益を害することのないよう、ま
た、そうした懸念を惹起することのないよう、「取締役会規程」において、取締役及び主要株主等と行う利益相反取引は取締役会決議事項である
旨を定めており、取引後は、取締役会にてその報告を行うことにより監視を行っております。なお、取締役会では、当該取引の条件が一般の取引
と乖離しないように決定しております。

さらに、毎期末には全取締役及び監査役に対し、関連当事者取引に関する調査、確認を行い、関連当事者間の取引について管理する体制を構
築しております。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び基金型確定給付企業年金制度、確定拠出型として確定拠出年金制度を設けております。
基金型確定給付企業年金は日本産業機械工業企業年金基金に加入しております。同年金基金は、当社と独立した団体であり、その運用につい
ては、同基金の判断にゆだねられておりますが、同基金の運用受託機関加入4社は、いずれもスチュワードシップコードを受入れていることを確認
しております。また、当社執行役員が、同基金の理事・代議員に選定されており、同基金の会合出席等を通じて、年金基金及び運用受諾機関のモ
ニタリングを定期的に行っております。

なお、確定拠出年金については、従業員に対し、定期的に運用に関する投資教育を実施しております。

【原則3-1 情報開示の充実】

(1) 会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　当社は、中長期的な企業価値向上を実現するため、将来の企業成長に必要な経営基盤や事業戦略等に関する計画について、中期3ケ年経

　　営計画を策定しており、コーポレート・ビジョン（理念）やミッション・ステートメント（使命）、経営基本方針とともに、これらを会社説明会や以下の

　　ウェブサイトで公開しております。

　　https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/aboutus/vision.html

　　https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/ir/manegement_policy/mtp.html

　　https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/ir/library/analysts.html

(2） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方について、「コーポレートガバナンスに関する報告書」の「I-1.基本的な考え方」の項に

　　記載し、当社ウェブサイト(https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/ir/manegement_policy/cgc.html）で開示しております。

(3) 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続き

　　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス体制の状況」－【取締役報酬関係】の項目のう

　　ち、「報酬の額又はその算定方法の決定方針の有無」の開示内容に記載しております。

(4) 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　取締役及び監査役候補の指名及び経営陣幹部の選解任にあたっては、個々の候補者の経歴、実績や人間性、知識、経験、能力、専門性、コ

　　ンプライアンス違反の有無等のバランスを総合的に勘案し、社外取締役が過半数を占める任意の指名委員会において社外取締役と意見を十

　　分に確認したうえで、取締役会に答申し、取締役会において決定しております。なお、監査役候補の指名にあたっては、事前に監査役会の同

　　意を得ております。また、経営陣幹部が法令や定款等に違反した場合など、客観的に解任が相当とみなされる場合には、社外取締役及び社

　　外監査役の出席する取締役会において十分に審議の上、決議いたします。

(5) 取締役会が上記(4) を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　　取締役候補者及び監査役候補者は上記(4) に記載の方針のもとに個々に選任・指名しており、各取締役候補者及び監査役候補者の選任理

　　由を株主総会招集通知にて開示しております。解任すべき事例がでた場合には、必要に応じ、速やかに開示するようにいたします。

【補充原則4-1-1 経営陣に対する委任の範囲の概要】

当社は、「取締役会規程」及び「職務権限規程」において、取締役会決議事項及び代表取締役社長決裁事項を明確に定めております。また、経営
に関する機能分担を明確にして、権限委譲による意思決定と業務執行の迅速化を図ることを目的に、執行役員制度を導入しております。各部門を
統括する業務執行役員は、取締役会が決定した経営方針及び「職務権限規程」に従い、代表取締役社長の指揮・監督の下で適正な業務執行に
あたっております。

〔定款及び法令で定めるもの以外の主要な取締役会決議事項〕

　・重要なグループ経営方針の決定

　・国内関係会社に関する株主総会の招集及び議案の決定

　・国内及び海外関係会社の業務執行に関する重要な事項（重要な設備投資、借入れ、役員の選任及び解職、等）

　・子会社の設立や会社の合併、買収など事業再編に関する事項

【補充原則4-3-2 最高経営責任者等の選任】

最高経営責任者等の選任は、会社における最も重要な意思決定であるとの認識にたち、社外取締役が過半数を占める任意の指名委員会におい
て、まず、取締役候補者を選定し、その中から、役付取締役を選定、そして、当社定款の定めに従い、役付取締役の中からもっとも最高経営責任
者にふさわしい資質を備えた候補者を選定しております。任意の指名委員会での決定を取締役会に答申し、監査役も出席する取締役会において
審議の上、選任しております。

　

【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】

当社は、会社法に定める社外取締役の要件、金融商品取引所が定める独立性基準及び一般社団法人 日本取締役協会が定める独立性の基準

に照らし合わせたうえで、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するような資質を備えた独立役員である社外取締役を4名選
任しております。現在、取締役会は取締役10名、監査役3名の13名で構成され、うち4名が独立社外取締役、1名が社外取締役、2名が独立社外監
査役となっております。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、独立社外取締役の独立性を確保するために金融商品取引所の基準などを参考に、当社独自の「独立社外取締役及び独立社外監査役



の独立判断基準」を策定し、当社ウェブサイト※及び「株主総会招集ご通知」にて開示しております。

※https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/files/items/268/File/dokuritsu-handan-kijun.pdf

【補充原則4-10-1 任意の仕組みの活用】

当社は、2019年9月13日開催の取締役会において、取締役会から独立した任意の諮問機関として「指名・報酬委員会」の設置を決定いたしました。
指名・報酬委員会では取締役会からの諮問を受けて、取締役等の選任・解任や取締役等の報酬に関する意思決定において取締役会に対して助
言・提言として答申を行うことを役割としております。本委員会は代表取締役社長1名及び社外取締役5名（うち独立社外取締役4名）で構成され、
独立社外取締役の藤岡龍生氏が委員長／議長を務めておりますことにより、委員会の独立性を担保しております。

なお、同委員会は、取締役会の諮問に応じ、次の事項について審議し、取締役会に答申することとしております。

(1) 取締役・監査役候補者の指名（株主総会議案）に関する事項

(2) 代表取締役の選定・解職に関する事項

(3) 役付取締役の選定・解職に関する事項

(4) 業務執行役員の選任・解任に関する事項

(5) 役付執行役員の選定・解職に関する事項

(6) 取締役の報酬等に関する事項

(7) 取締役の報酬限度額（株主総会議案）に関する事項

(8) 取締役等の後継者計画、育成に関する事項

(9) その他指名・報酬委員会が必要と認めた事項

【補充原則4-11-1 取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に対する考え方】

当社は、適切な意思決定を行うために、当社の企業理念・経営理念に基づき、当社のさらなる発展に貢献することを期待できる人物であること、管
掌部門の問題を適確に把握し他の役職員と協力して問題を解決する能力があること、法令及び企業倫理の遵守に徹する見識を有すること等を総
合的に判断した上で、取締役会メンバーの多様性を確保しつつ適切な規模を保つこととしております。このような考えのもと、社内取締役には豊富
な経験と専門性を有する統括役員を選任しており、広範な知識と経験を有する社外取締役、専門性を備えた監査役を含めて、知識、経験及び能
力の適正なバランスを確保し、取締役会の役割及び責務を実効的に果たしております。なお、取締役会の規模につきましては、活発な議論ができ
る最大限の人数として、その員数を10名以内とする旨を定款で定めております。なお、スキル・マトリックスについては、株主総会招集ご通知にお
いて専門性と経験から期待する分野として記載しておりますので、ご参照願います。

※https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS07657/4dd11c9d/a970/489f/9c89/23ea939f8c4c/140120221128571802.pdf

【補充原則4-11-2 取締役の兼任状況】

当社の取締役及び監査役は、その役割と責務を適切に果たすために必要となる時間と労力を確保することが求められることから、「取締役会規
程」により、他の上場会社の役員を兼務する場合には取締役会の承認を要することと定めております。

取締役及び監査役の他の上場会社の兼任状況は、株主総会招集通知及び有価証券報告書にて毎年開示しております。なお、当社役員で他の上
場会社の役員を兼務している者はございません。

　

【補充原則 4-11-3 取締役会全体の実効性についての分析・評価】

当社では、毎年、無記名アンケート方式により、取締役会全体の実効性評価を行っております。当社取締役会の実効性評価に関する評価結果の
概要につきましては、当社ウェブサイトにて開示しております。

【補充原則4-14-2 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、新任の社外取締役及び社外監査役が就任する場合には、当社の歴史・事業概要・財務情報・戦略・組織等について必要な情報習得のた
めの機会を提供しております。また、取締役及び監査役については、海外を含めた事業所、施設の訪問見学の他、外部講師を招いて社内にてセ
ミナーを開催するなど、知識を習得する機会を設けております。2022年度につきましても、新型コロナウイルス感染症の拡大により、ESGやTCFD
などサステナビリティ経営についてのレクチャーを1回受けるにとどまりました。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主との建設的な対話を促進するため、問合せ窓口としてIR担当者を経営管理本部に置いて株主との対話の充実を図り、株主との信頼
関係を醸成するとともに、以下の方針を定め、実践しております。

(1) 株主との建設的な対話を促進するための体制整備

　　株主との対話全般について、その統括を行い、建設的な対話が実現するよう目配りを行う取締役として、IR担当者が属する経営管理本部を所

　　管する取締役をIR担当取締役として指定しております。IR担当取締役は、経営管理本部に配したIR担当者をはじめ、社内各部門と協力・連携し

　　て株主と有機的な対話が実現できるよう監督を行っております。

(2) 個別面談以外の対話手段

　　適時情報開示及びそれ以外の情報を積極的に当社以下ウェブサイトに掲載し、広く株主に情報を提供するとともに、個別面談以外に会社説明

　　会やスモールミーティング等のIR活動やSR活動の充実を図っております。なお、従前実施しておりました株主総会後の懇談会や説明会等は、

　　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止しております。

　　※https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/ir/

　　※https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/topics/all/

(3) 社内へのフィードバック

　　株主からの問合せ窓口として配したIR担当者に集まった株主からの意見・懸念や対話において把握された情報等は、経営陣や社外取締役

　　及び社外監査役の出席する取締役会へ適切かつ迅速にフィードバックしております。これらを通じて課題認識を共有し、独立・客観的な視点

　　からの意見が得られるよう取り組んでおります。

(4) インサイダー情報の管理方針

　　未公表の重要な内部情報（インサイダー情報）の外部漏洩を防止するため、「ホソカワミクロングループ・インサイダー取引防止規程」に則り、

　　情報管理責任者と連携を図り、情報管理の徹底を図っております。また、インサイダー情報に該当する業績関連情報等の重要事実が生じた場

　　合は、速やかに開示する体制を整えております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,805,200 11.01

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 1,067,900 6.51

株式会社日清製粉グループ本社 1,000,000 6.10

株式会社三井住友銀行 564,000 3.44

東豊産業株式会社 546,768 3.33

JP MORGAN CHASE BANK 380684(常任代理人株式会社みずほ銀行) 531,900 3.24

日清エンジニアリング株式会社 412,400 2.51

株式会社京都銀行 400,316 2.44

三井住友信託銀行株式会社 400,000 2.44

MSIP CLIENT SECURITIES(常任代理人モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社) 373,500 2.28

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は2022年9月30日現在の状況です。なお、上記のほか、当社が保有する自己株式830,404株があります。

また、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

2021年６月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書を含む。）において、シュローダー・インベストメント・マネジメント・リミ
テッド及びその共同保有者が、2021年５月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2022年９月30日時点にお
ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりで
あります。

Schroder Investment Management Limited　　　（608千株、7.06%）

2021年８月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書を含む。）において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社及びその共同保有
者が、2021年８月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2022年９月30日時点における実質所有株式数の
確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社　　　　　　　　　　　（87千株、1.01%）

株式会社三井住友銀行　　　　　　　　　　　　 （282千株、3.27%）

三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社 　（80千株、0.93%）

＜合計449千株、5.21%＞

2020年９月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書を含む。）において、三井住友信託銀行株式会社及びその共同保
有者が、2020年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2022年９月30日時点における実質所有株式数
の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

三井住友信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　 　(200千株、2.32%)

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社　　(180千株、2.10%)

日興アセットマネジメント株式会社　　　　　　　　　 　(91千株、1.06%)

＜合計472千株、5.48%＞



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 9 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は親会社及び上場子会社を有しておりませんので、現在のところ上記以外でコーポレート・ガバナンスに重要な影響を与える特別な事情はあ
りません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

秋山　聡 他の会社の出身者 ○

高木　克彦 他の会社の出身者

藤岡　龍生 他の会社の出身者 △

佐藤　ゆかり 他の会社の出身者

下坂　厚子 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

秋山　聡 　 ―――

秋山聡氏は、その経歴等から豊富な経験と幅
広い知識を有しておられ、当社の経営に関する
重要事項の決定及び業務執行の監督に十分
な役割を果たせると判断し、当社の社外取締
役に選任しております。

高木　克彦 ○ ―――

高木克彦氏は、その経歴等から特に海外での
事業推進に豊富な経験と幅広い見識を有して
おられ、当社の経営全般に対し有益な助言を
行っていただくことができるため、当社の社外
取締役として適任であると判断しております。ま
た、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独
立役員の要件を満たし、一般株主との利益相
反が生じる恐れがないと判断されるため、独立
役員として選任しております。

藤岡　龍生 ○ ―――

藤岡龍生氏は、その経歴等から特に金融関係
の豊富な経験と幅広い見識を有しておられ、当
社の経営全般に対し有益な助言を行っていた
だくことができるため、当社の社外取締役として
適任であると判断しております。また、同氏は
東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要
件を満たし、一般株主との利益相反が生じる恐
れがないと判断されるため、独立役員として選
任しております。

佐藤　ゆかり ○ ―――

総務副大臣、内閣府副大臣、環境副大臣など
を歴任され、その豊富な経験と幅広い見識を有
していることから当社の社外取締役に適任であ
るとともに、一般株主との利益相反の恐れがな
いと判断し、独立役員として選任しております。

下坂　厚子 ○ ―――

大学講師としての粉体工学分野、化学工学分
野の学識を有していることから当社の社外取締
役に適任であるとともに、一般株主との利益相
反の恐れがないと判断し、独立役員として選任
しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役会の任意の諮問機関として「指名・報酬委員会」を設置しております。取締役会からの諮問を受けて、取締役等の選任・解任や取
締役等の報酬に関する意思決定プロセスの公正性、客観性及び透明性を高める体制を構築しております。本委員会の委員は代表取締役社長と
社外取締役５名で構成され、社外取締役の藤岡龍生氏が委員長を務めております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社はあずさ監査法人と監査契約を結んでおります。監査役は会計監査人と定期的に打合せを実施し、監査の状況について報告を受けておりま
す。また当社各部門や子会社の実地棚卸しに際し会計監査人と連携して立会いを実施しており監査機能の強化に努めています。

また決算監査に関しては、会計監査人より監査報告書の提出を受けるとともに、監査方法、監査結果についても報告を受けております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

國分　博史 他の会社の出身者

勝井　良光 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役



d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

國分　博史 ○ ―――

國分博史氏は、公認会計士としての豊富な経
験と企業会計に関する専門的な知識を有して
おられ、これらの経験と専門知識を当社の監査
に活かしていただくことができるため、当社の
社外監査役に適任であると判断しております。
また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく
独立役員の要件を満たし、一般株主との利益
相反が生じる恐れがないと判断されるため、独
立役員として選任しております。

勝井　良光 ○ ―――

勝井良光氏は、弁護士として培われた専門的
な知識と経験を当社の監査業務に活かしてい
ただくことができるため、当社の社外監査役に
適任であると判断しております。また、同氏は
東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要
件を満たし、一般株主との利益相反が生じる恐
れがないと判断されるため、独立役員として選
任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者は、全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

2020年12月17日開催の第76回定時株主総会において、年額50百万円以内、当社普通株式の総数年5,000株以内とする譲渡制限付株式報酬制
度を導入することが可決承認されました。なお、株式数の上限は、2021年10月１日付で実施した普通株式１株につき２株の株式分割により、年10，
000株以内となっております。譲渡制限付株式報酬制度の導入に伴い、従来の株式報酬型新株予約権の新規付与を取り止め、以降、株式報酬型
新株予約権としての新株予約権の発行は行っておりません。



ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

取締役及び執行役員に対して長期インセンティブとして付与したストックオプションの未行使分については存続しますが新規付与は行わないことと
しております。なお、監査役にはストックオプションを付与しておりません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書に全取締役の報酬総額を開示しております。　

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【原則3-1-3】

当社は、取締役の個人別の報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針を取締役会決議で定めております。当該決議についてはあらかじめ
任意の報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。また、取締役会は、当事業年度に係る個人別の報酬等について、報酬の内容の決定方法お
よび決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、任意の報酬委員会からの答申が尊重されていることを確
認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次の通りです。

・基本報酬に関する方針

　取締役の役位、職責及び在任年数に応じて支給額を決定するものとします。

・業績連動報酬に関する方針

　取締役の役位に応じて設定される基準額に、各事業年度の連結売上高、連結営業利益、連結自己資本利益率(ROE)等の指標をそれぞれ役位

　や管掌範囲に応じてウエイト付けした上で計数化し、固定の金銭報酬である基本報酬に乗じた額を基準として支給するものとします。なお、当事

　業年度の業績連動報酬　に係る指標の計画値は、連結売上高64,000百万円、連結営業利益5,600百万円、連結自己資本利益率(ROE)9.1％で

　あり、実績値は、連結売上高66,916百万円、連結営業利益5,513百万円、連結自己資本利益率(ROE)8.1％であります。当該指標を選択した理

　由は、経営計画における業績目標であるため、指標に採用しております。

・非金銭報酬等に関する方針

　当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するため、非金銭報酬として譲渡制限付株式を付与する

　ものとし、付与数は、役位に応じて決定するものとします。なお、譲渡制限期間は、当該譲渡制限付株式の割当てを受けた日から退任するまで

　の間とし、対象取締役の退任が当社の取締役会が正当と認める理由による退任であることを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制

　限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除するものとします。

・報酬の割合に関する方針

　固定の金銭報酬である基本報酬：業績連動報酬等である賞与：非金銭報酬等である譲渡制限付株式の割合は、概ね55～60%：30～35%：10～

　15％になるものとします。

・報酬等の交付時期等に関する方針

　基本報酬は、月例の固定金銭報酬とします。また、業績連動報酬等である賞与は、社外取締役を除く取締役にあっては７月と12月の年２回、社

　外取締役にあっては毎年12月に年１回支給し、非金銭報酬等である譲渡制限付株式は、毎年２月の割当日に社外取締役を除く取締役に付与

　するものとします。

・報酬等の決定の委任に関する方針

　各取締役に支給する月例の固定金銭報酬である基本報酬及び業績連動報酬等である賞与については、任意の報酬委員会での審議を受けた

　取締役の個人別の報酬等を取締役会に答申し、当該金額をもって取締役会にて決定しております。

・上記の他報酬等の決定に関する事項

　非金銭報酬等として支給する譲渡制限付株式については、取締役に非違行為があった場合など、本割当契約等で定める一定に事由に該当し

　た場合には、会社は本割当株式の全部又は一部を当然に無償で取得するものとします。

個人別の報酬等の内容の決定の方法

　　暦年2022年の基本報酬及び賞与より、任意の報酬委員会での審議を受けた取締役の個人別の報酬等を取締役会に答申し、当該金額をもっ
て取締役会にて決定しております。監査役報酬については、2014年12月16日開催の第70回定時株主総会において決議された年額50百万円の範
囲において、その配分については、監査役の協議により決定しております。



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社は、社外取締役が独立の立場から経営の監督機能を発揮できるよう、監査役、内部監査部門及び会計監査人との連携の下、随時必要な資
料提供や事情説明を行う体制をとっております。また、社外監査役は、監査役会及び取締役会への出席はもとより、代表取締役、経理担当役員、
内部監査部門、公認会計士等との面談を通じて、当社グループにおける業務の適正性を確保するための体制等の整備状況を確認するほか、重
要会議等における質問や発言等を通じて、多角的な視点から経営監視機能を果たしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役制度採用会社であります。

取締役会は取締役10名(うち社外取締役５名)で構成されております。

監査役による監査体制の強化・充実により、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保することが当社の業態・規模から最適であると判断し、監査
役設置会社の体制を採用しております。

(取締役会)

当社の取締役は10名で、うち５名は社外取締役であり、取締役会の議長は代表取締社長が務めております。取締役会はすべての取締役で組成さ
れ、監査役３名（うち社外監査役２名）の出席のもと運営されております。取締役会は月１回の定例取締役会のほか、四半期決算発表月の４回の
決算取締役会及び必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法定又は定款で定められた事項のほか、当社を中心とするホソカワミクロング
ループの基本方針並びに業務執行に関する重要事項について決定及び報告がなされ、取締役相互の監督及び監視にかかる機能を果たしており
ます。また、当社では、社外取締役５名を選任し、独立した立場から、幅広い知識や豊富な経験をもとに、中長期的な企業価値向上に資するよう、
取締役会において適切な助言や意見を適宜述べております。なお、取締役の経営責任をより明確化するため、取締役の任期は１年としておりま
す。

(監査役会)

当社の監査役会は監査役３名(うち社外監査役２名)で構成されており、監査役会の議長は、監査役の互選により選定された常勤監査役が務めて
おります。原則として月１回、監査役会を開催しております。各監査役は、監査役会が定めた監査方針及び監査計画に従い、取締役会をはじめ重
要な会議に出席し、取締役の職務執行を含む日常の経営活動の監査を行うとともに、必要に応じて意見を述べ、経営に対する監視機能の強化を
図っております。また、監査役は、内部監査部門や会計監査人と連携して、監査の実効性を高めております。

(任意の指名・報酬委員会)

当社の取締役会の任意の諮問機関として代表取締役社長及び社外取締役５名の委員から構成される指名・報酬委員会を設置しております。取
締役会からの諮問を受けて、取締役等の選任・解任や取締役等の報酬に関する意思決定プロセスの公正性、客観性及び透明性を高める体制を
構築しております。委員長は、社外取締役の藤岡龍生氏が務めております。

(内部監査室)

当社は社長直轄の組織として内部監査室（２名）を設置し、当社、国内及び主にアジアのグループ会社を対象に、社長により承認された内部監査
計画にもとづき、内部監査及び内部統制監査を実施しており、業務活動全般に関して、業務の執行が適法、適正かつ合理的に行われているかを
評価しております。内部監査の結果は、代表取締役及び監査役のほか、関連部署に直接報告されるとともに、取締役会及び経営会議においても
報告されております。

(サステナビリティ委員会)

当社は、取締役副社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティ経営推進のため、リスクと機会の両面から重要性（マテ
リアリティ）評価を行い、これらから導き出された戦略課題に対して重要経営指標（KPI）や目標を設定いたしました。また、温室効果ガスの排出量
の算定等を行いました。

(TCFDシナリオ分析チーム)

当社は、気候変動に係るリスク及び収益機会が当社の事業活動や収益等に与える影響について、必要なデータの収集と分析を行い、TCFDの枠
組みにもとづく開示の質と量の充実を推進するため、2022年11月、取締役副社長を推進責任者として新たにTCFDシナリオ分析チームを組成いた
しました。今後、サステナビリティ委員会とも連携を取りながら、当該チームが中心となってTCFDが提言する気候変動関連財務情報の開示内容の
充実を図ってまいります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

独立役員としての要件を満たしている社外監査役２名を含めた監査役３名が、独立した立場から取締役会に出席し、客観的かつ専門的な観点か
ら議案・審議等に必要な発言を行い経営の監督を行う体制を採用しております。　



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2022年12月15日開催の第78定時株主総会では、総会招集通知を11/30に発送しました。
発送前の11/29にTDnetや当社ウェブサイトにて開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定 2022年９月期の株主総会は2022年12月15日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
スマートフォン、パソコン等の端末から「議決権行使ウェブサイト」にアクセスしていただくこ
とで議決権行使が可能です。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 TDnet及び当社ウェブサイトにて開示しております。

その他
早期情報開示の観点から、発送前に招集通知をWEBで開示するなど、議決権行使の円
滑化に関する施策を実施しております。また、株主総会において映像とナレーションを活
用した事業報告を行い、株主総会の活性化のための取組を実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

＜情報開示の基本方針＞

当社は、金融商品取引法等の諸法令及び東京証券取引所が定める適時開示
規則を遵守し、これらに基づく情報開示を実践します。

また、上記諸法令及び適時開示規則に該当しない情報であっても、投資判断
に実質的な影響を与えると考えられる情報や当社への理解を深めていただく
上で有用と考えられる情報については、公平性と適時性を鑑みた開示を行い
ます。

＜情報開示の方法＞

当社は、適時開示規則が定める適時開示情報については、東京証券取引所
が提供している「適時開示情報伝達システム（TDnet）」を通じた開示、プレスリ
リースの配布または記者会見等による報道機関への公表を実施するとともに、
該当情報を広く伝達できるよう速やかに当社ウェブサイトにも掲載します。 ま

た、適時開示規則に該当しない制度開示情報や任意開示情報についても、同
様に当社ウェブサイトへの掲載等により、できる限り公平かつ広範に当該情報
が伝達されるよう努めます。

＜沈黙期間の設定＞

当社は、決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するため、原則として当該決
算締切日の翌日から決算発表までを沈黙期間とし、決算に関する問い合わせ
への回答やコメント等を差し控えることとしています。ただし、沈黙期間中に適
時開示規則が定める開示が必要となる業績予想値の差異が生じることが判明
した場合は、速やかに開示します。なお、沈黙期間であっても、すでに公表され
ている情報に関する範囲のご質問等については対応いたします。

＜将来の見通しについて＞

当社が情報開示する業績に関する予想、計画、見通し等は、当該時点におい
て入手可能な情報に基づく判断によるものであり、将来の予想や計画の数値、
施策の実現を確約したり、保証したりするものではありません。今後の経済情
勢や諸制度の変更等のさまざまなリスクや不確定要素等の要因によって、実
際の成果や業績は、予想・見通しとは差異が発生する可能性があることをご承
知おきください。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 期末の決算発表後に実施しております。 あり



アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期・期末の決算発表後に、実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社ウェブサイトにおいて、決算短信、有価証券報告書、招集通知、

Business Report、投資家向け説明会資料、プレスリリース資料などを掲示し、

内容の充実をはかっています。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営管理本部内の経営企画部が、IRを担当しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ホソカワミクロングループは、グローバルに展開する事業活動の中で、ステークホルダーと
の対話を大切にしています。主な取組内容はステークホルダーエンゲージメントとして、当
社ウェブサイトにおいて開示しております。

(https://www.hosokawamicron.co.jp/jp/sustainability-new/governance/stakeholder-engage
ment.html)

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

ホソカワミクロングループは、粉体技術の開発を通して社会に貢献するとの企業理念のも
と、経済的かつ優れた技術をもって顧客の多様なニーズに的確に対応してその満足を得る
とともに、社会に貢献し、倫理的指針に基づく活動を通じ、自然環境の保護に勤め、次世代
のための環境保全に取り組むことを使命としております。なお、詳細内容につきましては、
当社ウェブサイトにおいて掲載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

経営上の重要事項つきましては、東京証券取引所のTDnetにて適時開示しております。適
時開示した情報については、当社ウェブサイトにおいて開示しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、会社法及び会社法施行規則等に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正性を確保するための内部統制システム構築の基本
方針を定め、かかる体制の下で会社の業務の適法性・効率性の確保並びにリスクの管理に努めるとともに、環境の変化に応じて不断の見直しを
行い、その改善・充実を図ることとしております。

イ） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすための行動基準となるコンプライアンス憲章の周知　

　　 徹底を図り、コンプライアンス体制の構築、維持にあたる。

　　 さらに、取締役及び使用人の行為に法令、定款、社内規程等に違反する行為がある場合、またはその恐れがある場合、その旨を会社に通　

　　 報できる内部者通報制度の適切な運用を図る。　

ロ） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　 取締役の職務の執行に係る文書その他の情報の取扱いは、文書取扱規程に則り適切に保存及び管理を行う。　

ハ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　 ａ）リスクを評価し、リスク管理の徹底を図るためのリスク管理規程に則り経営リスクに関する管理を行う。

　　 ｂ）取締役会の他に、月１度の割合で開催される総括経営会議において経営上の問題、営業上の問題、海外の事業概況等の諸々の問題を

　　　　全社的な視点で検討、評価し、今後当社グループが直面する可能性のあるリスクについて有効な対策を実施できるリスク管理体制の構築

　　　　及び運用を行う。

ニ） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　 ａ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として月１回の定例取締役会を開催するほか適宜臨時に開

　　　　催し、重要事項に関して迅速かつ的確な意思決定を行う。

　　 ｂ）経営理念ないしは重要指針を機軸に毎年策定される年度計画及び中期経営計画に基づき業績管理を行う。

　　 ｃ）日常の業務執行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に則った権限の委譲を行い、それぞれの局面において責任者が意思決定

　　　　ルールに基づき業務を執行する。

ホ） 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　 当社及び当社グループ会社は、グループ全体の企業価値の向上を図るとともにグループ経営理念に基づくコンプライアンス規程、リスク管　

　　 理規程、海外・国内関係会社管理規程等に則って企業集団内での指揮、命令、意思疎通等の連携を密にし、指導、助言、評価を行いながら

　　 グループ全体としての業務の適正化を図る。

ヘ） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに使用人の取締役からの独立性に

　　 関する事項

　　 監査役の職務を補助するための使用人を置く場合、その任命、異動、評価、懲戒については、監査役会の意見を尊重したうえで行うものと　　

　　 し、当該使用人の取締役からの独立性を確保するものとする。

ト） 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　 ａ）代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会規程を遵守するとともに総括経営会議等の重要会議において随時その担当す

　　　　る業務の執行状況の報告を行う。

　　 ｂ）当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実の発生、法令、定款に違反する恐れの

　　　　ある事実などを知った場合は、ただちに監査役に報告するものとし、監査役は必要に応じていつでも取締役及び使用人に報告を求めること

　　　　ができる。

　　 ｃ）当社及び当社グループ各社は、監査役に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として解雇その他の不利益な取扱いを行わ

　　　　ない。

チ） その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　 各種の重要な会議への出席とともに主要な決裁書その他重要な文書の閲覧等により、監査役がその権限を支障なく行使できる社内体制を　

　　 確立する。また、取締役とも情報交換を行う等連携を図り、報告連絡体制を十分に機能させる。

リ） 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理

　　 に係る方針に関する事項

　　 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら　

　　 れた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

ヌ） 財務報告の信頼性を確保するための体制

　　 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係法令等に基づき有効かつ適切な内部統制の整備及び運用する体制を

　　 構築するとともに、その体制について適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正措置を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与えるいかなる反社会的勢力に対しても毅然とした姿勢で臨み、その不当な要求には、断固と
して応じないことを基本としています。

平素より、反社会的行為に関係することのないよう関係部門と連携し、適切な対応を図っております。また、反社会的勢力による不当要求がなされ
た場合には、関係部門間との情報共有はもちろんのこと、警察等関連機関とも連絡をとり、組織として速やかに対応できる体制を構築してまいりま
す。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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